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朝日訴訟 
最大判昭和 42年 5月 24日民集 21巻 5号 1043頁 
生活保護法による保護に関する不服の申立に対する裁決取消請求事件 

 
〈事件〉 

X（朝日茂）は、十数年前から肺結核のため国立岡山療養所に入所し、単身・無収入のため生
活保護法に基づいて Y（厚生大臣）の定めた生活扶助基準の最高額月 600円の日用品費の生活扶
助と現物による全部扶助の医療扶助を受けていたところ、1956（昭和 31）年 8月以降、Xと 35
年も離れていた実兄 A（朝日敬一）から毎月 1500 円の送金を受けることとなった。そこで、B
（津山市社会福祉事務所長）は、同年 7月 18日付で、同年 8月以降の 600円の生活扶助を廃止
し、A からの上記送金額から日用品費 600 円を控除した残額 900 円を、医療費の一部として X
に負担させる保護変更決定をした。Xは、この決定を不服とし、同年 8月、C（岡山県知事）に
対し、仕送りから日用品費として少なくとも 1000円を控除すべきであるとして不服申立をした
が却下された。これに対して、Xは、同年 12月、Yに不服申立てをしたが、Yは、1967（昭和
32）年 2 月 15 日付けで却下の裁決を下した。そこで、X は、生活扶助基準の 600 円は憲法 25
条の理念に基づく生活保護法の定める健康で文化的な最低限度の生活水準を維持するには足り

ない違法なものであると主張して、Yによる裁決の取消しを求める訴えを起こした。 
第 1審は、保護変更決定を違法として、本件裁決を取り消した（東京地判昭和 35年 10月 19
日行集 11巻 10号 2921頁）。控訴審は、生活保護法 3条及び 8条に基づく司法審査の余地を認め
つつも、Yの基準設定を全くの自由裁量に近いものとし、自ら日用品費を月額 670円と算定した
上で、1割程度の不足をもってしては不当とはいえても違法とはいえないとして第 1審判決を取
り消し、Xの主張を斥けた（東京高判昭和 38年 11月 4日行集 14巻 11号 1963頁）。Xは上告し
たが、1964（昭和 39）年 2月 14日に死亡したので、相続人（養子夫妻である朝日健二・君子）
が訴訟承継を主張した。 
 
〈判旨〉 
訴訟終了 
「職権をもつて調査するに、上告人は、昭和三八年一一月二〇日本件上告の申立をしたが、昭

和三九年二月一四日死亡するにいたつたこと、記録上明らかである。」 
「おもうに、生活保護法の規定に基づき要保護者または被保護者が国から生活保護を受けるの

は、単なる国の恩恵ないし社会政策の実施に伴う反射的利益ではなく、法的権利であつて、保護

受給権とも称すべきものと解すべきである。しかし、この権利は、被保護者自身の最低限度の生

活を維持するために当該個人に与えられた一身専属の権利であつて、他にこれを譲渡し得ないし

……、相続の対象ともなり得ないというべきである。また、被保護者の生存中の扶助ですでに遅

滞にあるものの給付を求める権利についても、医療扶助の場合はもちろんのこと、金銭給付を内

容とする生活扶助の場合でも、それは当該被保護者の最低限度の生活の需要を満たすことを目的

とするものであつて、法の予定する目的以外に流用することを許さないものであるから、当該被

保護者の死亡によつて当然消滅し、相続の対象となり得ない、と解するのが相当である。また、

所論不当利得返還請求権は、保護受給権を前提としてはじめて成立するものであり、その保護受

給権が……一身専属の権利である以上、相続の対象となり得ないと解するのが相当である。 
されば、本件訴訟は、上告人の死亡と同時に終了し、同人の相続人朝日健二、同君子の両名に

おいてこれを承継し得る余地はないもの、といわなければならない。」 
「（なお、念のために、本件生活扶助基準の適否に関する当裁判所の意見を付加する。……憲

法二五条一項……の規定は、すべての国民が健康で文化的な最低限度の生活を営み得るように国

政を運営すべきことを国の責務として宣言したにとどまり、直接個々の国民に対して具体的権利

を賦与したものではない（昭和二三年……九月二九日大法廷判決……）。具体的権利としては、
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憲法の規定の趣旨を実現するために制定された生活保護法によつて、はじめて与えられていると

いうべきである。生活保護法は、「この法律の定める要件」を満たす者は、「この法律による保護」

を受けることができると規定し……、その保護は、厚生大臣の設定する基準に基づいて行なうも

のとしているから……、右の権利は、厚生大臣が最低限度の生活水準を維持するにたりると認め

て設定した保護基準による保護を受け得ることにあると解すべきである。もとより、厚生大臣の

定める保護基準は、法八条二項所定の事項を遵守したものであることを要し、結局には憲法の定

める健康で文化的な最低限度の生活を維持するにたりるものでなければならない。しかし、健康

で文化的な最低限度の生活なるものは、抽象的な相対的概念であり、その具体的内容は、文化の

発達、国民経済の進展に伴つて向上するのはもとより、多数の不確定的要素を綜合考量してはじ

めて決定できるものである。したがつて、何が健康で文化的な最低限度の生活であるかの認定判

断は、いちおう、厚生大臣の合目的的な裁量に委されており、その判断は、当不当の問題として

政府の政治責任が問われることはあつても、直ちに違法の問題を生ずることはない。ただ、現実

の生活条件を無視して著しく低い基準を設定する等憲法および生活保護法の趣旨・目的に反し、

法律によつて与えられた裁量権の限界をこえた場合または裁量権を濫用した場合には、違法な行

為として司法審査の対象となることをまぬかれない。 
原判決は、保護基準設定行為を行政処分たる覊束裁量行為であると解し、なにが健康で文化的

な最低限度の生活であるかは、厚生大臣の専門技術的裁量に委されていると判示し、その判断の

誤りは、法の趣旨・目的を逸脱しないかぎり、当不当の問題にすぎないものであるとした。覊束

裁量行為といつても行政庁に全然裁量の余地が認められていないわけではないので、原判決が保

護基準設定行為を覊束裁量行為と解しながら、そこに厚生大臣の専門技術的裁量の余地を認めた

こと自体は、理由齟齬の違法をおかしたものではない。また、原判決が本件生活保護基準の適否

を判断するにあたつて考慮したいわゆる生活外的要素というのは、当時の国民所得ないしその反

映である国の財政状態、国民の一般的生活水準、都市と農村における生活の格差、低所得者の生

活程度とこの層に属する者の全人口において占める割合、生活保護を受けている者の生活が保護

を受けていない多数貧困者の生活より優遇されているのは不当であるとの一部の国民感情およ

び予算配分の事情である。以上のような諸要素を考慮することは、保護基準の設定について厚生

大臣の裁量のうちに属することであつて、その判断については、法の趣旨・目的を逸脱しないか

ぎり、当不当の問題を生ずるにすぎないのであつて、違法の問題を生ずることはない。」 
 
 
堀木訴訟 

最大判昭和 57年 7月 7日民集 36巻 7号 1235頁 
行政処分取消等請求事件 

 
〈事件〉 
国民年金法別表記載の 1級 1号に該当する視力障害者で、同法に基づく障害福祉年金を受給し

ていた X（堀木フミ子）は、内縁の夫と離別後、子 A（堀木守）を養育していた。そこで、Xは、
1970（昭和 45）年 2月、Y（兵庫県知事坂井時忠）に対し、児童扶養手当法（昭和 48年法律第
93 号による改正前のもの）に基づく受給資格認定を請求したが、Y は、X が障害福祉年金を受
給しているので、児童扶養手当法 4条 3項 3号の併給調整規定により児童扶養手当の受給資格を
欠くので、請求を却下した。Xは、異議申立をしたが、同じ理由で棄却された。そこで、Xは、
当該条項は憲法 13条、14条 1項、25条 2項に違反するとして、却下処分の取消しと児童手当受
給資格の認定を求める義務付け訴訟を提起した。 
第 1審は、本件受給資格認定の義務付けについては、行政庁の第一次的判断を侵害し三権分立

の原則に反する不適法な訴えとして却下したが、本件却下処分については、障害福祉年金を受給

している母子世帯と、父がそれを受給し健全な母が児童を養育する 3人世帯との間に差別を設け
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るものであり、併給調整規定は平等原則に違反し無効であるとして、却下処分の取消しを認めた

（神戸地判昭和 47年 9月 20日判時 678号 19頁）。第 1審判決後の 1973（昭和 48）年に法改正
がなされて併給調整条項は削除されたが、Yは、併給調整は立法裁量に属し、裁判所はそれが著
しく不合理である場合でなければ違憲となしえないなどと主張して控訴した。 
控訴審では、併給調整規定は憲法 25条 1 項にかかわりあいがなく、2 項に基づいて行なう国

の施策をいかに定めるかについては、立法府の裁量に任されており、この規定については裁量権

の著しい逸脱や濫用は認められないとして、原判決を取り消し、Xの請求を棄却した（大阪高判
昭和 50年 11月 10日行集 26巻 10・11号 1268頁）。そこで、Xが上告した。 
 
〈判旨〉 
上告棄却 
「憲法二五条……二項は……福祉国家の理念に基づき、社会的立法及び社会的施設の創造拡充

に努力すべきことを国の責務として宣言したものであること、そして、同条一項は、国が個々の

国民に対して具体的・現実的に右のような義務を有することを規定したものではなく、同条二項

によつて国の責務であるとされている社会的立法及び社会的施設の創造拡充により個々の国民

の具体的・現実的な生活権が設定充実されてゆくものであると解すべきことは、すでに当裁判所

の判例とするところである（最高裁昭和二三年……九月二九日大法廷判決……）。」 
「憲法二五条の規定は、国権の作用に対し、一定の目的を設定しその実現のための積極的な発

動を期待するという性質のものである。しかも、右規定にいう「健康で文化的な最低限度の生活」

なるものは、きわめて抽象的・相対的な概念であつて、その具体的内容は、その時々における文

化の発達の程度、経済的・社会的条件、一般的な国民生活の状況等との相関関係において判断決

定されるべきものであるとともに、右規定を現実の立法として具体化するに当たつては、国の財

政事情を無視することができず、また、多方面にわたる複雑多様な、しかも高度の専門技術的な

考察とそれに基づいた政策的判断を必要とするものである。したがつて、憲法二五条の規定の趣

旨にこたえて具体的にどのような立法措置を講ずるかの選択決定は、立法府の広い裁量にゆだね

られており、それが著しく合理性を欠き明らかに裁量の逸脱・濫用と見ざるをえないような場合

を除き、裁判所が審査判断するのに適しない事柄であるといわなければならない。」 
「そこで、本件において問題とされている併給調整条項の設定について考えるのに、上告人が

すでに受給している国民年金法上の障害福祉年金といい、また、上告人がその受給資格について

認定の請求をした児童扶養手当といい、いずれも憲法二五条の規定の趣旨を実現する目的をもつ

て設定された社会保障法上の制度であり、それぞれ所定の事由に該当する者に対して年金又は手

当という形で一定額の金員を支給することをその内容とするものである。ところで、児童扶養手

当がいわゆる児童手当の制度を理念とし将来における右理念の実現の期待のもとに、いわばその

萌芽として創設されたものであることは、立法の経過に照らし、一概に否定することのできない

ところではあるが、……児童扶養手当は、もともと国民年金法六一条所定の母子福祉年金を補完

する制度として設けられたものと見るのを相当とするのであり、児童の養育者に対する養育に伴

う支出についての保障であることが明らかな児童手当法所定の児童手当とはその性格を異にし、

受給者に対する所得保障である点において、……母子福祉年金ひいては国民年金法所定の国民年

金……一般、したがつてその一種である障害福祉年金と基本的に同一の性格を有するもの、と見

るのがむしろ自然である。そして、一般に、社会保障法制上、同一人に同一の性格を有する二以

上の公的年金が支給されることとなるべき、いわゆる複数事故において、そのそれぞれの事故そ

れ自体としては支給原因である稼得能力の喪失又は低下をもたらすものであつても、事故が二以

上重なつたからといつて稼得能力の喪失又は低下の程度が必ずしも事故の数に比例して増加す

るといえないことは明らかである。このような場合について、社会保障給付の全般的公平を図る

ため公的年金相互間における併給調整を行うかどうかは、さきに述べたところにより、立法府の

裁量の範囲に属する事柄と見るべきである。また、この種の立法における給付額の決定も、立法
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政策上の裁量事項であり、それが低額であるからといつて当然に憲法二五条違反に結びつくもの

ということはできない。 
以上の次第であるから、本件併給調整条項が憲法二五条に違反して無効であるとする上告人の

主張を排斥した原判決は、結局において正当というべきである。（なお、児童扶養手当法は、そ

の後の改正により右障害福祉年金と老齢福祉年金の二種類の福祉年金について児童扶養手当と

の併給を認めるに至つたが、これは前記立法政策上の裁量の範囲における改定措置と見るべきで

あり、このことによつて前記判断が左右されるわけのものではない。）」 
 
 
旭川学テ事件 

最大判昭和 51年 5月 21日刑集 30巻 5号 615頁 
建造物侵入、暴力行為等処罰に関する法律違反被告事件 

 
〈事件〉 
文部省は、1960（昭和 35）年秋ごろ、全国の中学校 2、3年の全生徒を対象とする「全国中学

校一せい学力調査」と題する学力テストを企画し、各都道府県教育委員会に対し、地方教育行政

の組織及び運営に関する法律 54条 2項に基づき、この調査及びその結果に関する報告の提出を
求めた。北海道教育委員会の要請を受けた旭川市教育委員会は、1961（昭和 36）年 10月 23日、
市立の各中学校長に対し、学力テストの実施を命じたところ、同月 26日、Y1（佐藤彰）、Y2（松

橋武男）及びY3（浜埜登）は、同市立永山中学校において実施予定の学力テストを阻止する目

的をもってA（斎藤吉春校長）の制止にもかかわらず同校校舎に侵入し、その後、Aからさらに
強く退去の要求を受けたにもかかわらず、同校舎内から退去せず、Aがテストを実施するや、Y1

は、約 10 名の説得隊員と共謀のうえ、市教育委員会事務局職員B（藤川重人）が学力テストの
立会いに赴くため校長室を出ようとしたのに対し、共同して暴行、脅迫を加えて、その公務の執

行を妨害し、Y3は、学力テストの補助者C（横倉勝雄）に対し暴行を加え、Y2、Y3及びY4（外崎

清二）は、30～40 名の説得隊員と共謀のうえ、右学力調査を実施中の各教室を見回りつつあっ
たAに対し、共同して暴行、脅迫を加えて、公務の執行を妨害した。そして、建造物侵入罪、公
務執行妨害罪ないし暴行罪に該当するとして、起訴された。 
第 1審は、Aの実施しようとした本件学力テストが違法であり、しかもその違法がはなはだ重

大であるとして、Aに対する公務執行妨害罪とB及びCに対する公務執行妨害罪と暴行罪の成立
を否定し、Y1～Y3につき建造物侵入罪及びY2～Y4につきAに対する暴力行為等処罰に関する法律
違反（共同暴行罪）のみの成立を認めた（旭川地判昭和 41年 5月 25日判時 453号 16頁）。 
検察官及びY1～Y4は控訴したが、控訴審もこの判断を維持した（札幌高判昭和 43 年 6 月 26

日判時 524号 24頁）ので、検察官はY2～Y4の事件について上告し、また、Y1～Y4もまた上告し

た。 
 
〈判旨〉 
一部原判決破棄・自判・一部上告棄却 
「原判決は、本件学力調査は、教育的価値判断にかかわり、教育活動としての実質を有し、行

政機関による調査（行政調査）のわくを超えるものであるから、地教行法五四条二項を根拠とし

てこれを実施することはできない、と判示している。〔しかし、〕行政調査は、通常、行政機関が

その権限を行使する前提として、必要な基礎資料ないしは情報を収集、獲得する作用であつて、

……本件学力調査が〔文部省による法律に基づく〕行政調査として行われたものであることは…

…明らかであるところ、原判決は、右調査が試験問題によつて生徒を試験するという方法をとつ

ている点をとらえて、それは調査活動のわくを超えた固有の教育活動であるとしている。しかし

ながら、本件学力調査においてとられた右の方法が、教師の行う教育活動と一部としての試験と
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その形態を同じくするものであることは確かであるとしても、学力調査としての試験は、あくま

でも全国中学校の生従の学力の程度が一般的にどのようなものであるかを調査するためにされ

るものであつて、教育活動としての試験の場合のように、個々の生徒に対する教育の一環として

の成績評価のためにされるものではなく、両者の間には、その趣旨と性格において明らかに区別

があるのである。それ故、本件学力調査が生徒に対する試験という方法で行われたことの故をも

つて、これを行政調査というよりはむしろ、固有の教育活動としての性格をもつものと解し、し

たがつて地教行法五四条二項にいう調査には含まれないとすることは、相当でない。」 
「子どもの教育は、子どもが将来一人前の大人となり、共同社会の一員としてその中で生活し、

自己の人格を完成、実現していく基礎となる能力を身につけるために必要不可欠な営みであり、

それはまた、共同社会の存続と発展のためにも欠くことのできないものである。この子どもの教

育は、その最も始源的かつ基本的な形態としては、親が子との自然関係に基づいて子に対して行

う教育、監護の作用の一環としてあらわれるのであるが、しかしこのような私事としての親の教

育及びその延長としての私的施設による教育をもつてしては、近代社会における経済的、技術的、

文化的発展と社会の複雑化に伴う教育要求の質的拡大及び量的増大に対応しきれなくなるに及

んで、子どもの教育が社会における重要な共通の関心事ホなり、子どもの教育をいわば社会の公

的課題として公共の施設を通じて組織的かつ計画的に行ういわゆる公教育制度の発展をみるに

至り、現代国家においては、子どもの教育は、主としてこのような公共施設としての国公立の学

校を中心として営まれるという状態になつている。 
ところで、右のような公教育制度の発展に伴つて、教育全般に対する国家の関心が高まり、教

育に対する国家の支配ないし介入が増大するに至つた一方、教育の本質ないしはそのあり方に対

する反省も深化し、その結果、子どもの教育は誰が支配し、決定すべきかという問題との関連に

おいて、上記のような子どもの教育に対する国家の支配ないし介入の当否及びその限界が極めて

重要な問題として浮かびあがるようになつた。このことは、世界的な現象であり、これに対する

解決も、国によつてそれぞれ異なるが、わが国においても戦後の教育改革における基本的問題の

一つとしてとりあげられたところである。本件における教基法一〇条の解釈に関する前記の問題

の背景には右のような事情があり、したがつて、この問題を考察するにあたつては、広く、わが

国において憲法以下の教育関係法制が右の基本的問題に対していかなる態度をとつているかと

いう全体的な観察の下で、これを行わなければならない。」 
「わが国の法制上子どもの教育の内容を決定する権能が帰属するとされているかについては、

二つの極端に対立する見解があり、そのそれぞれが検察官及び弁護人の主張の基底をなしている

ようにみうけられる。すなわち、一の見解は、子どもの教育は、親を含む国民全体の共通関心事

であり、公教育制度は、このような国民の期待と要求に応じて形成、実施されるものであつて、

そこにおいて支配し、実現されるべきものは国民全体の教育意思であるが、この国民全体の教育

意思は、憲法の採用する議会民主主義の下においては、国民全体の意思の決定の唯一のルートで

ある国会の法律制定を通じて具体化されるべきものであるから、法律は、当然に、公教育におけ

る教育の内容及び方法についても包括的にこれを定めることができ、また、教育行政機関も、法

律の授権に基づく限り、広くこれらの事項について決定権限を有する、と主張する。これに対し、

他の見観解は、子どもの教育は、憲法二六条の保障する子どもの教育を受ける権利に対する責務

として行われるべきもので、このような責務をになう者は、親を中心とする国民全体であり、公

教育としての子どもの教育は、いわば親の教育義務の共同化ともいうべき性格をもつのであつて、

それ故にまた、教基法一〇条一項も、教育は、国民全体の信託の下に、これに対して直接責任を

負うように行わなければならないとしている。したがつて、権力主体としての国の子どもの教育

に対するかかわり合いは、右のよこな国民の教育義務の遂行を側面から助成するための諸条件の

整備に限られ、子どもの教育の内容及び方法については、国は原則として介入権能をもたず、教

育は、その実施にあたる教師が、その教育専門家としての立場から、国民全体に対して教育的、

文化的責任を負うような形で、その内容及び方法を決定、遂行すべきものであり、このことはま
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た、憲法二三条における学問の自由の保障が、学問研究の自由ばかりでなく、教授の自由をも含

み、教授の自由は、教育の本質上、高等教育のみならず、普通教育におけるそれにも及ぶと解す

べきことによつても裏付けられる、と主張するのである。 
当裁判所は、右の二つの見解はいずれも極端かつ一方的であり、そのいずれをも全面的に採用

することはできないと考える。以下に、その理由と当裁判所の見解を述べる。」 
「教育そのものについて直接の定めをしている規定は憲法二六条であるが、……この規定の背

後には、国民各自が、一個の人間として、また、一市民として、成長、発達し、自己の人格を完

成、実現するために必要な学習をする固有の権利を有すること、特に、みずから学習することの

できない子どもは、その学習要求を充足するための教育を自己に施すことを大人一般に対して要

求する権利を有するとの観念が存在していると考えられる。投言すれば、子どもの教育は、教育

を施す者の支配的権能ではなく、何よりもまず、子どもの学習をする権利に対応し、その充足を

はかりうる立場にある者の責務に属するものとしてとらえられているのである。 
しかしながら、このように、子どもの教育が、専ら子どもの利前のために、教育を与える者の

責務として行われるべきものであるということからは、このような教育の内容及び方法を、誰が

いかにして決定すべく、また、決定することができるかという問題に対する一定の結論は、当然

には導き出されない。すなわち、同条が、子どもに与えるべき教育の内容は、国の一般的な政治

的意思決定手続によつて決定されるべきか、それともこのような政治的意思の支配、介入から全

く自由な社会的、文化的領域内の問題として決定、処理されるべきかを直接一義的に決定してい

ると解すべき根拠は、どこにもみわたらないのである。」 
「次に、学問の自由を保障した憲法二三条により、学校において現実に子どもの教育の任にあ

たる教師は、教授の自由を有し、公権力による支配、介入を受けないで自由に子どもの教育内容

を決定することができるとする見解も、採用することができない。確かに、憲法の保障する学問

の自由は、単に学問研究の自由ばかりでなく、その結果を教授する自由をも含むと解されるし、

更にまた、専ら自由な学問的探究と勉学を旨とする大学教育に比してむしろ知識の伝達と能力の

開発を主とする普通教育の場においても、例えば、教師が公権力によつて特定の意見のみを教授

することを強制されないという意味において、また、子どもの教育が教師と子どもとの間の直接

の人格的接触を通じ、その個性に応じて行わなければならないという本質的な要請に照らし、教

授の具体的内容及び方法につきある程度自由な裁量が認められなければならないという意味に

おいては、一定の範囲における教授の自由が保障されるべきことを肯定できないではない。しか

し、大学教育の場合にに、学生が一応教授内容を批判する能力を備えていると考えられるのに対

し、普通教育においては、児童生徒にこのような能力がなく、教師が児童生徒に対して強い影響

力、支配力を有することを考え、また、普通教育においては、子どもの側に学校や教師を選択す

る余地が乏しく、教育の機会均等をはかる上からも全国的に一定の水準を確保すべき強い要請が

あること等に思いをいたすときは、普通教育における教師に完全な教授の自由を認めることは、

とうてい許されないところといわなければならない。もとより、教師間における討議や親を含む

第三者からの批判によつて、教授の自由にもおのずから抑制が加わることは確かであり、これに

期待すべきところも少なくないけれど、それによつて右の自由の濫用等による弊害が効果的に防

止されるという保障はなく、憲法が専ら右のような社会的自律作用による抑制のみに期待してい

ると解すべき合理的根拠は、全く存しないのである。」 
「思うに、子どもはその成長の過程において他からの影響によつて大きく左右されるいわば可

塑性をもつ存在であるから、子どもにどのような教育を施すかは、その子どもが将来どのような

大人に育つかに対して決定的な役割をはたすものである。それ故、子どもの教育の結果に利害と

関心をもつ関係者が、それぞれその教育の内容及び方法につき深甚な関心を抱き、それぞれの立

場からその決定、実施に対する支配権ないしは発言権を主張するのは、極めて自然な成行きとい

うことができる。子どもの教育は、前述のように、専ら子どもの利益のために行われるべきもの

であり、本来的には右の関係者らがその目的の下に一致協力して行うべきものであるけれども、
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何が子どもの利益であり、また、そのために何が必要であるかについては、意見の対立が当然に

生じうるのであつて、そのために教育内容の決定につき矛盾、対立する主張の衝突が起こるのを

免れることができない。憲法がこのような矛盾対立を一義的に解決すべき一定の基準を明示的に

示していないことは、上に述べたとおりである。そうであるとすれば、憲法の次元におけるこの

問題の解釈としては、右の関係者らのそれぞれの主張によつて立つ憲法上の根拠に照らして各主

張の妥当すべき範囲を画するのが、最も合理的な解釈というべきである。 
そして、この観点に立つて考えるときは、まず親は、子どもに対する自然的関係により、子ど

もの将来に対して最も深い関心をもち、かつ、配慮をすべき立場にある者として、子どもの教育

に対する一定の支配権、すなわち子女の教育の自由を有すると認められるが、このような親の教

育の自由は、主として家庭教育等学校外における教育や学校選択の自由にあらわれるものと考え

られるし、また、私学教育における自由や前述した教師の教授の自由も、それぞれ限られた一定

の範囲においてこれを肯定するのが相当であるけれども、それ以外の領域においては、一般に社

会公共的な問題について国民全体の意思を組織的に決定、実現すべき立場にある国は、国政の一

部として広く適切や教育政策を樹立、実施すべく、また、しうる者として、憲法上は、あるいは

子ども自身の利益の擁護のため、あるいは子どもの成長に対する社会公共の利益と関心にこたえ

るため、必要かつ相当と認められる範囲において、教育内容についてもこれを決定する権能を有

するものと解さざるをえず、これを否定すべき理由ないし根拠は、どこにもみいだせないのであ

る。もとより、政党政治の下で多数決原理によつてされる国政上の意思決定は、さまざまな政治

的要因によつて左右されるものであるから、本来人間の内面的価値に関する文化的な営みとして、

党派的な政治的観念や利害によつて支配されるべきでない教育にそのような政治的影響が深く

入り込む危険があることを考えるときは、教育内容に対する右のごとき国家的介入についてはで

きるだけ抑制的であることが要請されるし、殊に個人の基本的自由を認め、その人格の独立を国

政上尊重すべきものとしている憲法の下においては、子どもが自由かつ独立の人格として成長す

ることを妨げるような国家的介入、例えば、誤つた知識や一方的な観念を子どもに植えつけるよ

うな内容の教育を施すことを強制するようなことは、憲法二六条、一三条の規定上からも許され

ないと解することができるけれども、これらのことは、前述のような子どもの教育内容に対する

国の正当な理由に基づく合理的な決定権能を否定する理由となるものではないといわなければ

ならない。」 
「教基法一〇条一項は、その文言からも明らかなように、教育が国民から信託されたものであ

り、したがつて教育は、右の信託にこたえて国民全体に対して直接責任を負うように行われるべ

く、その間において不当な支配によつてゆがめられることがあつてはならないとして、教育が専

ら教育本来の目的に従つて行われるべきことを示したものと考えられる。」 
「原判決は、教基法一〇条の趣旨は、教育が「国民全体のものとして自主的に行われるべきも

のとするとともに」、「教育そのものは人間的な信頼関係の上に立つてはじめてその成果をあげう

ることにかんがみ、教育の場にあつて被教育者に接する教員の自由な創意と工夫とに委ねて教育

行政機関の支配介入を排し、教育行政機関としては、右の教育の目的達成に必要な教育条件の整

備確立を目標とするところにその任務と任務の限界があることを宣明」したところにあるとし、

このことから、「教育内容及び教育方法等への（教育行政機関の）関与の程度は、教育機関の種

類等に応じた大綱的基準の定立のほか、法的拘束力を伴わない指導、助言、援助を与えることに

とどまると解すべきである。」と判示している。 
思うに、子どもの教育が、教師と子どもとの直接の人格的接触を通じ、子どもの個性に応じて

弾力的に行われなければならず、そこに教師の自由な創意と工夫の余地が要請されることは原判

決の説くとおりであるし、また、教基法が前述のような戦前における教育に対する過度の国家的

介入、統制に対する反省から生まれたものであることに照らせば、同法一〇条が教育に対する権

力的介入、特に行政権力によるそれを警戒し、これに対して抑制的態度を表明したものと解する

ことは、それなりの合理性を有するけれども、このことから、教育内容に対する行政の権力的介
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入が一切排除されているものであるとの結論を導き出すことは、早計である。……憲法上、国は、

適切な教育政策を樹立、実施する権能を有し、国会は、国の立法機関として、教育の内容及び方

法についても、法律により、直接に又は行政機関に授権して必要かつ合理的な規制を施す権限を

有するのみならず、子どもの利益のため又は子どもの成長に対する社会公共の利益のためにその

ような規制を施すことが要請される場合もありうるのであり、国会が教基法においてこのような

権限の行使を自己限定したものと解すべき根拠はない。むしろ教基法一〇条は、国の教育統制権

能を前提としつつ、教育行政の目標を教育の目的の遂行に必要な諸条件の整備確立に置き、その

整備確立のための措置を講ずるにあたつては、教育の自主性尊重の見地から、これに対する「不

当な支配」となることのないようにすべき旨の限定を付したところにその意味があり、したがつ

て、教育に対する行政権力の不当、不要の介入は排除されるべきであるとしても、許容される目

的のために心要かつ合理的と認められるそれは、たとえ教育の内容及び方法に関するものであつ

ても、必ずしも同条の禁止するところではないと解するのが相当である。」 
「文部大臣は、地教行法五四条二項によつては地教委に対し本件学力調査の実施をその義務と

して要求することができない……。しかしながら、文部大臣の右要求行為が法律の根拠に基づか

ないものであるとしても、……要求に応じて地教委がした実施行為が地方自治の原則に反する行

為として違法となるかどうかは、おのずから別個の問題である。思うに、文部大臣が地教行法五

四条二項によつて地教委に対し本件学力調査の実施を要求することができるとの見解を示して、

地教委にその義務の履行を求めたとしても、地教委は必ずしも文部大臣の右見解に拘束されるも

のではなく、文部大臣の右要求に対し、これに従うべき法律上の義務があるかどうか、また、法

律上の義務はないとしても、右要求を一種の協力要請と解し、これに応ずるのを妥当とするかど

うかを、独自の立場で判断し、決定する自由を有するのである。それ故、地教委が文部大臣の要

求に応じてその要求にかかる事項を実施した場合には、それは、地教委がその独自の判断に基づ

きこれに応ずべきものと決定して実行に踏み切つたことに帰着し、したがつて、たとえ右要求が

法律上の根拠をもたず、当該地教委においてこれに従う義務がない場合であつたとしても、地教

委が当該地方公共団体の内部において批判を受けることは格別、窮極的にはみずからの判断と意

見に基づき、その有する権限の行使としてした実施行為がそのために実質上違法となるべき理は

ないというべきである。」 
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